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戦後 60年 ｡ 敗戦の翌年, 1946年 11月に公布
された私たちの憲法も, 人間の寿命でいえば還暦
を迎えたことになる｡ 1889年に公布された明治





規定もない｡ だから, 新しい 21世紀にふさわし
い憲法を制定すべきだ, という｡
しかも, 改憲の必要を説く主張の根底には, 憲






法 9条は, もはや時代遅れになっている, という｡
加えて 2001年の 9・11以後, 同盟国アメリカ
が, 国外だけでなく本土でもまた潜在的敵国やテ
ロリストたちに攻撃され始め, 合衆国の安全の危
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第一に, 個別自衛権は, 本来, 人間が, 実定法
成立以前に持つ, いわば自然法上の権利であるの


















れていた ｢自然法上の権利｣ とは, かならずしも
いえない｡ 少なくとも第三者からの攻撃の危害が,
自己 (または自国) に及ぶ ｢急迫, 真性の｣ 危険
があることが, 第三者への反撃 (個人の場合, 第
三者の殺害を含む) が容認され, したがって反撃
に伴う ｢違法性が阻却される｣ ための条件である｡




















鮮) から同盟国 (たとえばアメリカ) への攻撃
(たとえばミサイル発射) が, 自国 (たとえば日





















その前文の中だ, 旧安保条約 (1951年 9月に調
印された日米安保条約) も現行安保条約 (1960











































































いったい, なぜこの 51条で, 集団的自衛権の
規定が挿入されたのだろうか｡
元々, 集団的自衛権は, 同じように ｢集団｣ の
形容詞をつけながらも, 国連の本来志向した普遍










































































ムから背馳した ｢集団的自衛権｣ の規定が, いわ
ば例外規定として, 憲章内に組み入れられたので















権利｣ を謳いながらも, 第 3章で ｢憲法上の規定






に代えて ｢先制攻撃｣ の必要が, 大手マスコミ新
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